
国民の関心と理解を深めるため、再犯防止啓発月間（7月）を設ける 

1 国は、再犯の防止等に関する施策を総合的に策定・実施する責務 

2 地方公共団体は、再犯の防止等に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の状況に 
応じた施策を策定・実施する責務 

	
. 

国及び地方公共団体の相互の連携 

国及び地方公共団体と民間団体その他の関係者との緊密な連携協カの確保 

国及び地方公共団体から民間団体その他の関係者への情報提供 

民間の団体その他の関係者は、犯罪をした者等の個人情報を適切に取り扱う義務 
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参考 1 

再犯の防止等の推進に関する法律 概要 

民の理解と協力を得つつ、犯罪をした者等の円滑な社会復帰を促進すること等による再犯の防止

が犯罪対策において重要であることに鑑み、再犯の防止等に関する施策に関し、基本理念を定め、 
及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、再犯の防止等に関する施策の基本となる事項 

めることにより、再犯の防止等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって国民が犯罪 

る被害を受けることを防止し、安全で安心して暮らせる社会の実現に寄与することを目的とす
る 

I 犯罪をした者等 

2 再犯の防止等 

首等 犯罪をした者又は非行少年（非行のある少年をいう。）若しくは非行少年であ
った者 

等 犯罪をした者等が犯罪をすることを防ぐこと（非行少年の非行をなくすこと及
び非行少年であった者が再び非行少年となることを防ぐことを含む。） 

1 犯罪をした者等の多くが、定職・住居を確保できない等のため、社会復帰が困難なことを踏ま

え、犯罪をした者等が、社会において孤立することなく、国民の理解と協力を得て再び社会を構
成する一員となることを支援する 

2 犯罪をした者等が、その特性に応じ、矯正施設に収容されている間のみならず、社会復帰後も
途切れることなく、必要な指導及び支援を受けられるようにする 

3 犯罪をした者等が、犯罪の責任等を自覚すること及び被害者等の心情を理解すること並びに自

ら社会復帰のために努カすることが、再犯の防止等に重要である 

4 調査研究の成果等を踏まえ、効果的に施策を講ずる 



I 政府は、再犯の防止等に関する施策の推進に関する計画（再犯防止推進計画）を策定（閣議決定） 

2 再犯防止推進計画において定める事項 

(1） 再犯の防止等に関する施策の推進に関する基本的な事項 

(2） 再犯の防止等に向けた教育・職業訓練の充実に関する事項 

(3) 犯罪をした者等の社会における職業・住居の確保、保健医療・福祉サービスの利用に係る支

援に関する事項 
(4) 矯正施設における収容・処遇、保護観察に関する体制の整備等に関する事項 

(5） その他再犯の防止等に関する施策の推進に関する重要事項 

3 法務大臣は、関係大臣と協議して、再犯防止推進計画の案を作成し、閣議請議 

4 少なくとも5年ごとに、再犯防止推進計画に検討を加え、必要に応じ変更 

都道府県及び市町村は、再犯防止推進計画を勘案して、地方再犯防止推進計画を定める努力義務 

政府は、必要な法制上、財政上又は税制上の措置その他の措置を講ずる 

政府は、毎年、政府が講じた施策について、国会に報告 

I 特性L応じた指導及び支援等（第11条） 8 
2 就労の支援 	 （第 12 条） 
3 非行少年等に対する支援 （第 13条） Lg 
	 ノ、 

尾会における職業．住居の確保等 
就業の機会の確保等 （第 14条） 

住居の確保等 	 （第 15条） 

更生保護施設に対する援助（第 16条〕 

保健医療サービス及び福祉サービスの 

提供 	 （第 17条） 

拷犯防止施策推進に関する重要事X 1 
10 情報の共有、検証、調査研究の推進等 

（第 2o 条） 
11 社会内における適切な指導及び支援 
」「  

12 国民の理解の増進及び表彰（第 22 条） 

13 民妻の団体等に対する援助（第 23 条） 

【地方公共団体の施策】（第 24条） 

国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の地域の状況に応じ、上記の施策を講ずる
努力義務 

1 公布の日から施行 

2 国は、この法律の施行後 5年を目途として、この法律の施行の状況について検討を加え、その

結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする 



検挙者に占める再犯者の割合 

48.7% 

    

    

安全・安心な社会を実現するたぬには、 
再犯防止対策が必要不可欠 

再犯防止推進計画 	計画期聞麟悪成30年度から平成34年度末までの 5年町 

国民が犯罪による被害を受けることを防止し、安全で安心して暮らせる社会の実現を図るため、 
今後 5年間で政府が取り組む再犯防止に関する施策を盛り込んだ初めての計画。 

再犯防止推進計画策定碕経緯 

〔再犯防止に向けた目嚇且の課題〕 

刑事司法関係機関だけでの取組には、限界がある 

刑事司法関係挫関による取組  >:・ 地域社会での雌柱的支接 t l 再犯防止 

国・地方公共団体・民間が一丸となった取組が璽要 
誉 

超党派の国会議員による法案の検討 

平成28年12月、再犯防止推進法が全会一致で成立

外部有識者を含む検討会において検討 

再犯防止推進計画（案）を取りまとめ 

5つの基本方針 

①「誰一人取り残さない」社会の実現に向け、国・地方公共団体・民間の緊密な連携協力を確保して再犯防

止施策を総合的に推進 

② 刑事司法手続のあらゆる段階で切れ目のない指導及び支援を実施 

③ 犯罪被害者等の存在を十分に認識し、犯罪をした者等に犯罪の責任や犯罪被害者の心情等を理解させ、 

社会復帰のために自ら努力させることの重要性を踏まえて実施 

④ 犯罪等の実態、効果検証・調査研究の成果等を踏まえ、社会清勢等に応じた効果的な施策を実施

⑤ 再犯防止の取組を広報するなどにより、広く国民の関心と理解を醸成 

賢つの重点分野と主な施策 

① 就労・住居の確保 	 ② 保健医療・福祉サービスの利尾の促進 

・職業訓練、就労に向けた相談・支援の充実 	・刑事司法関係機関と保健医療・福祉関係機関の 

協力雇用主の活動に刻する支援の充実 	 連携の強ィヒ 

・住居提供者に対する支援、公営住宅への入居に ・薬物依存症の治療・支援機関の整備、自助グ 

おける特別の配慮、賃貸住宅の供給の促進 等 	ループを含む民間団体への支援 

・薬物指導体制の整備、海外における拘禁刑に代

わる措置も参考にした再犯防止方策の検討 等 

③ 学校等と連携した修学支援 	 ④ 特性に応じた効果的な指導 

・矯正施設内での学びの継続に向けた取組の充実 ・アセスメント機能の強化 

・矯正施設からの進学・復学の支援 等 	 ・特性に応じた効果的指導の充実 

・効果検証・調査研究の実施 等

⑤ 民間協力者の活動促進、広報・啓発活動の推進 ⑥ 地方公共団体との連携強化 

・更生保護サポートセンターの設置の推進 

・更生保護事業の在り方の見直し 等 
地域のネットワークにおける取組の支援 

地方再犯防止推進計画の策定等の促進 等 

⑦ 関係機関の人的・物的体制の整備 

政府目標（平成33年までに 2年以内再入率を16%以下にする等）を確実に達成し、 
国民が安全で安心して暮らせる「世界ー安金な日本」の実現ノ＼ 


